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マイナンバー制度のしくみと問題点、
拡大する利用の範囲
松　井　修　視
1．はじめに
　2013年 5 月に成立したマイナンバー法（正式名称は、「行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」である）は、
2015年10月 5 日の施行日を前に、同年 9 月 3 日に「改正」され、施行から
2ヶ月を越えた今日、「500万人に届かず」と伝える新聞記事1）にも見られる
ように、個人に番号を知らせる（ただし、世帯ごとに配布される）通知カ
ードの郵送をめぐって多くのトラブルが発生する一方、同法をめぐって違
憲訴訟が提起される2）など、波乱のスタートとなっている。
　市町村等から送られてくる通知カードには、マイナンバー（12桁の個人
番号、共通番号ともいう）が記され、さらに氏名、住所、生年月日、性別
の基本 4 情報が記載されている。同カードの配布は、10月20日過ぎから始
まり、11月末までに配り終える予定であったが、上記のような未配達の状
態を作り出している。政府は、このような状況でも支障はないとする3）。10
月27日・28日の両日、全国中小業者団体連絡会は、内閣府、国税庁、厚生
労働省、総務省に対し、マイナンバー制度の実施延期・中止を求めるとと
 1） 「マイナンバー500万通返送～受取人不在で自治体に」朝日新聞（朝刊）2015年12
月11日。
 2） マイナンバーはいらない：News http://www.bango‒iranai.net/news/newsView.
php?n‒77（2016.1.6 最終アクセス）。
 3） 上記2015年12月11日付の朝日新聞は、「所管する内閣官房などによると、番号は
自治体が把握していて住民票にも記載されるため、自分の番号を知らなくても、国
民健康保険や介護保険など窓口での提出書類に記載する際、大きな影響が出るこ
とはないという」と伝えている。
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もに、「共通番号の記載がなくても提出書類を受け取り、不利益を与えない
こと」を要望している。この要望に対しては、いずれの府省庁も、「マイナ
ンバーを記載しなくても不利益はない」とする旨の回答を寄せている。ま
た、同連絡会は、これらの要請・要望の中で、複数の地方自治体ですでに
マイナンバーが漏洩していること4）を取り上げているが、総務省は、これ
について「システム面の整備や職員の意識改革などの指導を促し、極力情
報漏えいを防ぐようにしている。もし、情報漏えいが起こった場合は逐一
連絡するように促している」と応じている5）。
　2015年12月には、全国の 5 つの地方裁判所において、マイナンバー違憲
訴訟が提起された。これらは、マイナンバー制度が、憲法第13条の保障す
るプライバシー権および自己情報コントロール権を侵害するとして、同制
度の差止め等を求めるものである。同訴訟は、弁護士グループが中心とな
り、医療福祉関係者、性同一性障害者、地方自治体職員などが原告となっ
て（大阪では原告を一般公募して）提起されたものであり、同様の訴訟は
さらに増える見込みである6）。
　このマイナンバー制度をめぐっては、マイナンバー法の施行後、「マイナ
ンバー詐欺」が横行し、また、同制度のシステム設計契約にからむ厚労省
職員の汚職事件も発覚している7）。以下本論においても取り上げるように、
 4） これは、住民票自動交付記が誤ってマイナンバー、住民基本台帳コード記載の住
民票を発行してしまった、というものである。この自動交付機では、マイナンバ
ー、住民基本台帳コード記載の住民票は発行できない。
 5） これらの全国中小業者団体連絡会と各府省庁のやりとりについては、全国商工新
聞 ホー ム ペー ジ http://www.zenshoren.or.jp/zeikin/chouzei/151109‒01/151109.
html（2015.12.16アクセス）および同全国中小業者団体連絡会2015年10月14日付
陳情要請書、全国商工団体連合会10月28日付関連報告書等を参照。
 6） さしあたり、「マイナンバー違憲訴訟って何？ミニ学習会『マイナンバー違憲訴訟
説明会』報告」上記注 1 http://www.bango‒iranai.net/news/newsView.php?n‒77
を参照。12月 1 日現在では、東京、仙台、新潟、金沢、大阪の各地裁 5ヶ所で提
訴がなされている。
 7） マイナンバー制度をかたった不正な勧誘や個人情報の取得について、総務省は注
意を喚起している。これについては、http://www.soumu.go.jp/kojinbango_card/12.
html （2016.1.7アクセス）を参照。厚労省職員の汚職事件については、2015年12
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マイナンバーは、現在の「社会保障、税、災害対策」領域での利用から、
2018年には、銀行預貯金口座や予防接種履歴などに紐付けして使われる予
定となっており、さらには戸籍や旅券、保険証や運転免許証などにも広げ
て利用されることが検討されている。このような利用拡大は、上記の詐欺
や汚職事件の例からも、大きなリスクをともなうものであり、安易に許さ
れるものではない。
　さらに、国際的な動きに目を向けると、米国では社会保障番号（Social 
Security Number、SSN）の利用をめぐって「成りすまし」の問題が多発
し、連邦政府はこのSSNを利用しないようシステム更新を行うなどの対策
を迫られてきた。また、イギリスでは2006年に成立したIDカード法が2010
年に廃止され、カナダでは2000年に社会保険番号（social Insurance Num-
ber, SIN）の民間利用を制限するとともに、公的分野での利用においても
法令で定める範囲に厳しく限られるようになっている。そしてさらに、2014
年には、SINカードの発行停止に踏み切っている8）。わが国のマイナンバー
制度の導入と利用拡大は、これらの方向に逆行するものといわなければな
らない。
　以下、本稿では、2. 利用拡大へ向かうマイナンバー制度、3. 利用拡大の
背景にある政府戦略とその特徴、4. そもそもマイナンバー制度とは何か、
その制度としくみ、5. 何が問題か、何を問題と考えるか、マイナンバー法
の「基本理念」を問う、6.おわりに～マイナンバー法の違憲性等について、
の順で検討を進めることにする。
月19日付朝日新聞（朝刊）などを参照。
 8） 米国、イギリス、カナダの番号、ID制度については、さしあたり、「諸外国におけ
る国民 ID 制度の現状等に関する調査研究 報告書」（2012.4）www.soumu.go.jp/
johotsusintokei/linkdata/h24_04_houkoku.pdf（2016.1.7アクセス）46頁以下、お
よびプライバシー・インターナショナル・ジャパン、CNN ニューズ No.82 
（2015.7）18頁以下を参照。
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2．利用拡大へ向かうマイナンバー制度
　すでにふれたが、マイナンバーは、2015年 9 月のマイナンバー法の「改
正」で、2018年から、私たちの銀行預貯金口座や予防接種履歴（特定健
診・メタボ診断については2016年 1 月から）にも紐付けて使用されること
になる。マイナンバー法「改正」前の同ナンバーの利用範囲は、「社会保
障、税、災害対策」の領域に限定され、マイナンバー法案の審議に際し、
マイナンバーの利用が上記 3 領域に限定されたことが、国民の同制度導入
への不安に対し、安心の材料・理由とされた経緯がある9）。にもかかわらず、
上記のように、マイナンバー法の施行日（10月 5 日）を待たずして、同法
は「改正」され、マイナンバー利用拡大への第一歩を踏み出すことになっ
た。この銀行口座番号とマイナンバーの結びつけは、最初は任意であるが、
2021年以降はすべての国民に義務付けられる可能性が高い10）。この 9 月の
「改正」は、さらに、「地方公共団体の要望を踏まえた利用範囲の拡充等」
についても定めている。
　マイナンバーの利用は、今後、戸籍、旅券、在留届、証券取引に結び付
けられ、将来はマイナンバーカード（正式には「個人番号カード」という）
1 枚で、保険証、印鑑証明、図書閲覧カード、運転免許証等の代わりにな
るようにというのが、政府の考えである。すなわち政府の推進する「ワン
カード化」である。政府は、このカードを2019年 3 月末までに8,700万枚、
国民が作り所持することを目標としている。この目標が達成できれば、2020
年のオリンピック会場の入館規制にも使えると見込んでいるようである11）。
　次の図表（6・7 頁に掲載）「マイナンバー制度利活用推進ロードマップ
 9） 白石孝「マイナンバー制度とはなにか 『100パーセント』などありえない」部落解
放2015年11月（717）号 12頁。
10） 「マイナンバー適用拡大 金融資産の監視強化」毎日新聞（朝刊）9 月 4 日。
11） マイナンバー制度利活用推進ロードマップ（案）https://www.kantei.go.jp/jp/
singi/it2/senmon_bunka/.../siryou6.pdf（最終アクセス日2016.1.8）参照。
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（案）」（IT総合戦略本部、新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会資
料）は、マイナンバーの利用拡大とマイナンバーカードの利用推進をロー
ドマップ化したものである。図表中の2018年欄の「番号制度見直し（利用
範囲の拡大）」の項からは、同年における「戸籍制度見直し」へ矢印が伸び
るほか、2019年を目標に、「在外邦人管理制度の創設」「選挙制度の見直し、
選挙の公正確保のための技術的課題の克服」「旅券制度の見直し」「証券振
替業務など法律に基づき民間事業者が行う公共性の高い業務のうち利用す
るメリットの大きい事務へのマイナンバーの利用範囲拡大」「医療機関、介
護施設等の間での医療、介護、健康情報の管理・連携」等の項目へと矢印
が伸びており、新たに制度創設・見直し等を行うことによって、それらの
分野へのマイナンバーの利用拡大を計画・推進していることがわかる12）。
　また、同ロードマップ（案）は、マイナンバーカードを2016年 1 月から
「国家公務員身分証」に、また、同年 4 月以降、民間企業の社員証に使うこ
とを提案しており、この動きは早々に広がるようにも思われる。さらに、
マイナンバーカードの「公的個人認証」や「公的資格証明」への利用も明
記されており、2018年を目標に、「個人番号カードと運転免許証との一体
化」「個人番号カードと医師免許との一体化」「個人番号カードと教員免許
との一体化」「個人番号カードを健康保険証として利用」等が上がってい
る13）。マイナンバー制度の利用拡大は、このように法律改正に先行して、計
画の策定が既成事実となって進む状況にあることを知っておく必要がある。
　今回、2015年10月20日過ぎから配布された通知カードには、マイナン
バーカード作成のための申請書が一体となって印刷されている。このマイ
ナンバーカードの作成は、希望者のみを対象としたものであるが、通知カ
ードが郵送されてきた封書の中には、「個人番号カード交付申請」の案内チ
ラシが入っており、同案内文には、メリットの多い「個人番号カード」と
12） 同参照。
13） 同参照。
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（IT総合戦略本部、新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会資料）
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して、これから予定されている同カードの利用方法が挿絵とともに記載さ
れている。金融機関における口座開設、パスポートの新規発給事務への利
用、保険証、印鑑証明、図書カードとして使用可能となること、さらには
各種電子証明書として使えるようになることなどが、紹介されている14）。上
記のロードマップ（案）の内容は、こうしたかたちで伝えられ、マイナン
バー利用拡大へと私たちの意識も方向づけられていくことになる。
3．利用拡大の背景にある政府戦略とその特徴
　マイナンバー法制定後の利用拡大に向けての動きは、まずは、同法施行
前、2014年 5 月に発表された「IT総合戦略本部新戦略推進専門調査会マイ
ナンバー等分科会」の「中間とりまとめ」の中に見ることができる。同と
りまとめは、「Ⅲ．各論」の「4．マイナンバー」のところで、「②マイナ
ンバーの利用範囲の拡大」の項を設け、具体的に次のような事務について、
利用範囲の追加・検討を行うとしている15）。
・ 結婚・死亡等ライフイベントに係る手続き、パスポートの発行や、
代理権の確認等に関連する、戸籍等に係る事務
・ 在外邦人によるマイナンバー関連サービス利用や、有事の際の国内
情報の活用等に関連する、旅券や邦人保護等に係る事務
・ 預金保険法や犯罪収益移転防止法等に基づく、金融機関による顧客
の名寄せ、本人確認及び口座名義人の特定・現況確認に係る事務
・ 医療・介護・健康等に係る事務の効率化や全国的なサービス連携等
14） マイナンバー通知カードに添付されていた「マイナンバー（個人番号）のお知ら
せ、個人番号カード交付申請のご案内」3～4 頁を参照。
15）  「IT総合戦略本部新戦略推進専門調査会マイナンバー等分科会・中間とりまとめ」
（2014 年 5 月 20 日）11 頁、https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/senmon_bun-
ka/.../sankou1‒2.pdf（2016.1.9アクセス）。
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に関連する医療・介護・健康情報の管理及び医療情報の蓄積・分析
等に係る事務
・ 自動車の登録に係る事務等
　この「中間とりまとめ」は、このようにマイナンバーの利用を旅券、戸
籍、在外邦人、金融関係、介護・医療、自動車登録などに関する事務に拡
大することを明記しているが、もう一方で、「マイナンバー制度の普及と利
便性向上」のためには、「個人番号カードの普及を図ることが重要」である
とし、①各種カード類の個人番号カードへの一本化／一元化、②実社会に
おける個人番号カード保有のメリット拡大、③公的個人認証サービスの利
活用拡大、④個人番号カード取得の負担軽減、をあげている。②のメリッ
ト拡大のところでは、「個人番号カードを、官民の様々な本人確認を要する
場面において、運転免許証、健康保険証や住民票の写し等に代わる本人確
認手段として広く利用できるよう、必要な制度改正も含めた関係機関との
調整を行う」16）としている。同とりまとめの特徴は、このようにマイナンバ
ーカードの普及と利用拡大を、マイナンバー制度の普及および同制度導入
による「国民の利便性」向上の要・前提と位置づけているところにある17）。
　また、2015年 6 月に公表された「『日本再興戦略』改訂2015」および「世
界最先端IT国家創造宣言」（改訂版）においても、マイナンバーの利用範
囲の拡大が目標となっている。「日本再興戦略」のスタートは2013年であ
り、これは2014年にも改訂されている。また「世界最先端 IT国家創造宣
言」は2014年に策定され、今回の改定は 2 年目を迎えてなされたものであ
る。マイナンバー制度への具体的な言及は、双方とも2015年の改訂版から
である18）。これらの日本再興戦略2015年版とIT国家創造宣言2015年版の、
16） 同 4‒6 頁。
17） 同 2‒3 頁参照。
18） 「『日本再興戦略』改訂2015」および「世界最先端 IT国家創造宣言」（改訂版）に
ついては、https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/dai2_3 jp.pdfおよび
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マイナンバー制度に関する説明の部分を読むと、両者は内容的に文章表現
もほぼ同じであり、もととなる提案は同一担当部によって検討・作成され
たものと思われる。以下、IT国家創造宣言の2015年改訂の当該記述部分
を紹介し、その特徴を明らかにする。
　「世界最先端 IT国家創造宣言」（改訂版）は、Ⅲ .の「4. ITを利活用し
た公共サービスがワンストップで受けられる社会」の節で、「（1） 安全・
安心を前提としたマイナンバー制度の活用」の項目を立て、①マイナンバ
ー利活用範囲の拡大、②個人番号カードの普及・利活用の促進、③マイナ
ポータルの構築・利活用、④個人番号カード及び法人番号を活用した官民
の政府調達事務の効率化、⑤法人番号の利活用促進、について提案を行っ
ている。まず、①については、戸籍事務、旅券事務、在留届事務（在外邦
人の情報管理業務）につき利用拡大を目指すほか、証券分野等への拡大も
検討するとし、2019年の通常国会をめどに必要な法制上の措置を講ずると
している19）。
　②については、少々長くなるが、以下全文を引用することにする20）。基本
的には、ここに記載されていることが、現段階で政府が目指す、マイナン
バー利用拡大に向けての主な方策ということができる。
　2016年 1 月から国家公務員身分証との一体化を進め、あわせて、地
方公共団体、独立行政法人、国立大学法人等の職員証や民間企業の社
員証等としての利用の検討を促す。また、2017年度以降の個人番号カ
https://www.kantei.go.jp/singi/it2/kettei/pdf/20150630/siryou1.pdf　（いずれも
最終アクセス日2016.1.9）を参照。マイナンバーに関しては、前者が第二の一、
「4.世界最高水準のIT社会の実現」の中の「ⅱ）安全・安心を前提としたマイナン
バー制度の活用」において（100頁以下）、後者が本文の中で示しているように、Ⅲ
の4.「（1） 安全・安心を前提としたマイナンバー制度の活用」（25頁以下）におい
て取り上げている。
19） 「世界最先端IT国家創造宣言」（改訂版）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizai-
saisei/pdf/dai2_3 jp.pdf 25‒26頁参照。
20） 同26‒27頁。
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ードのキャッシュカードやデビットカード、クレジットカードとして
の利用やATM等からのマイナポータルへのアクセスの実現に向けて、
個人情報の保護や金融犯罪の防止等が十分に確保されることを前提に、
民間事業者と検討を進める。また、2017年 7 月以降早期に医療保険の
オンライン資格確認システムを整備し、個人番号カードを健康保険証
として利用することを可能とするほか、印鑑登録者識別カードなどの
行政が発行する各種カードとの一体化を図る。加えて、各種免許等に
おける各種公的資格確認機能を個人番号カードに持たせることについ
て、その可否も含めて検討を進め、可能なものから順次実現する。
　そして、個人番号カードの公的個人認証機能について、2017年中の
スマートフォンでの読み取り申請の実現や、2019年中の利用者証明機
能のスマートフォンへのダウンロードを実現すべく、必要な技術開発
及び関係者との協議を進める。
　自動車検査登録事務では、2017年度にワンストップサービスを抜本
拡大し、個人番号カードの公的個人認証機能の活用や提出書類の合理
化等を進める。
　また、個人番号カードにより提供されるサービスの多様化を図るた
めに、個人番号カードを利用した、住民票、印鑑登録証明書、戸籍謄
本等のコンビニ交付について、来年度中に実施団体の人口の合計が 6
千万人を超えることを目指す。更に、住民票を有しない在留邦人への
個人番号カードの交付や、海外転出後の公的個人認証機能の継続利用
等のサービスの2019年度中の開始を目指し、検討を進める。
　上記引用文中の「マイナポータル」は、個人が、自己のマイナンバーが
いつ、誰によって使われ、自分に関する情報の提供が行われたか、それを
知ることができるシステムであり、同システムの利用にはマイナンバーカ
ードとそれを読み取るコンピュータ用のカードリーダが必要となる。この
マイナポータルについては、自宅のパソコンからだけでなく、ATMから
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もアクセスできるようにするというものである。いずれにしてもマイナン
バーカードがなければこのような利用はできない。さらに同引用文は、ス
マートフォンを使った個人番号カードによる公的個人認証機能について提
案を行っているが、これもマイナンバー制度の利用にあたって、マイナン
バーカードの所持を前提とするものである。
　上記③～⑤の提案については、説明を省略する。
　同様の提案内容・記述は、「『日本再興戦略』改訂2015」においても見ら
れるが、同再興戦略の目的は、経済成長に向けて民間活力を引き出すこと
であり、民間投資を誘うさまざまな提案をそこでは行っている。「マイナン
バー制度の活用」もその 1 つという訳である。同改訂は、アベノミクス第
二ステージ、第三の矢の成長戦略を実行に移すものであり、そこでのマイ
ナンバー制度の拡大は、まさに経済効果を狙ったものということができる。
マイナンバー制度の導入にあたっては、その経済効果は 2 兆7858億円とも
いわれ、IT業界にとっても「マイナンバー特需」といわれるように、その
恩恵は極めて大きい21）。しかし一方で、それを負担するのは民間企業でもあ
る。同制度の導入によって出てくるさまざまな問題さえも、その解決をビ
ジネスとする企業の出現によって、経済効果につながるという、そこには
歪んだ側面も存する22）。
　マイナンバー制度導入によるコスト削減効果については、いずれも 1 年
間で、行政分野（社会保障・税・その他の行政手続き等）約3,000億円、準
公的分野（電気・ガス・医療機関との手続き等）6,000億円、民間分野（官
民をわたる手続き・企業の内部事務）約2,500億円と試算されているが、上
記の経済効果はこれらに、各産業への波及効果による数字を加え、さらに
21） 公益財団法人日本生産性本部「『共通番号』導入の経済効果試算結果」（2012年 6
月 4 日）activity.jpc‒net.jp/detail/01.data/activity001342/attached.pdf（2016.1.10
アクセス）および同「『共通番号』導入の経済波及効果・試算結果」（2013年 6 月
17日）activity.jpc‒net.jp/detail/01.data/activity001377/attached.pdf（2016.1.10ク
セス）参照。
22） 「損保新たな商機 情報流失に備え」産経新聞（朝刊）2015年 9 月 4 日などを参照。
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経済成長率を加味したものといわれる。政府はこれまでマイナンバー予算
として、2014年度、2015年度の予算で2,000億円以上支出しており、経済
効果の試算が実際どのようなかたちで実現するのか、それはまさに、マイ
ナンバー制度の利用拡大にかかっているということでもあろう23）。
　このように、経済効果を優先して、マイナンバーの利用拡大が図られて
いるということであれば、一方での「国民の利便性」向上を強調した政府
および自治体の広報は、そのまま鵜呑みにはできないということになる。
その利便性が、現実には、行政への各種申請に際し、手続上、付属書類の
提出の手間が省けるという程度のものであり、持ち歩くカードがマイナン
バーカード 1 枚で済むということのために、広範にわたる個人情報を政府
に提供し、そこに多大のリスクが存するとすれば、その利便性とは一体何
であろうか。自己の税や社会保障、戸籍、旅券、印鑑証明、銀行預貯金、
さらには自分がメタボであることなどに関する、あらゆる情報につながる
そのようなマイナンバー付のカードを、経済効果のために持ち歩くのであ
ろうか。結局、経済効果を当てにして、際限のないマイナンバー利用拡大
を認め、私たちのこれまで私的領域に属するものと考えられてきた（一方
で自己責任ともされる）日常生活にかかわる情報も含め、すべて政府に引
き渡すのか、ということに問題は尽きることになる。
　このようにマイナンバー制度利用拡大の背景には、経済成長を最優先し、
あるいは同利用拡大によるリスクさえもビジネス・チャンスと企業に期待
されるような、政府政策・戦略があることを、ここでは指摘しておきたい。
4．そもそもマイナンバー制度とは何か、その制度としくみ
　⑴　マイナンバー法制に関する主な法令としては、マイナンバー法本体
23） さしあたり「マイナンバー制度の予算はいくらか」『マイナンバーで存する人 得す
る人』（TAC出版 2015年）88‒89頁などを参照。
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「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律」のほか、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律施行令」「行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律施行規則」「行政手続における特定の個人を識別する
ための番号の利用等に関する法律の規定による通知カード及び個人番号カ
ード並びに情報提供ネットワークシステムによる特定個人情報の提供等に
関する省令」、さらには、マイナンバー法の別表に関する「行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律別表第一の主務
省令で定める事務を定める命令」（平成26年内閣府・総務省令第 5 号）、「同
第二の主務省令で定める事務及び情報を定める命令」（平成26年内閣府・
総務省令 7 号）などが存する。また、その他、「電子署名等に係る地方公共
団体情報システム機構の認証業務に関する法律」等もある24）。法令名の中に
ある「特定個人情報」とは、マイナンバー（個人番号）をその内容に含む
個人情報をいう（マイナンバー法第 2 条 8 項）。
　上記法律施行令や省令等は、具体的にマイナンバー法の内容を補い、ま
たその執行に関するものであるが、その他、マイナンバー法に関する関係
各省庁の関連法の整備や、マイナンバー生成に関係する事務、さらには、
関係省庁のCIOを統括する組織に関する法律が存する。「整備法」「機構法」
「政府CIO法」といわれるものである25）。
　⑵　マイナンバー制度は、国民生活を支える社会的基盤として導入され、
行政の効率化、国民の利便性、公平かつ公正な社会の実現を目的としてい
るといわれる26）。しかし、他方で、すでに述べたことも含め、その導入には
24） これらの関連法の内容については、さしあたり、住民行政の窓号外『必携 マイナ
ンバー制度 最新データブック』（日本加除出版株式会社2015年）などを参照。
25） これらはマイナンバー関連 4 法といわれるもので。マイナンバー法のほかに、「行
政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する法律の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律」「地方公共団体情報システム機構法」「内閣法
等の一部を改正する法律（政府CIO法）」の 3 つである。
26） これら 3 つの目的については、マイナンバー法第 1 条を参照。
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大きな弊害をともなうことが指摘されており、運用にあたっては小規模自
治体への過大な財政負担、同制度による個人情報の漏洩、成りすましによ
る個人番号の悪用、社会全体としての「監視社会化」の問題などが、そこ
には存する27）。
　マイナンバー制度の基本的なしくみを見ると、それは、①番号の付番（割
り振り）、②情報の利用・連携、③情報の本人確認、の 3 つの部分からな
る28）。付番は個人や団体を厳格に識別するためにマイナンバー（個人番号）
と法人番号に分けられ、特にマイナンバーは、i）悉皆性（住民票を有する
すべての者に付番）、ii）唯一無二性（1 人 1 番号で重複のない付番） iii）
「民‒民‒官」で流通する見える番号化、iv） 最新情報（基本 4 情報）への紐
付け、を特徴とする。このマイナンバーは、全国民と一定の外国人住民を
対象に、生涯を通じて有すべき唯一の番号として割り振られ、すでにふれ
たように、希望者にはマイナンバーカード（個人番号カード）が配られる。
この番号カードは無料で配布されるが、1 枚700円程度かかるといわれ、対
象者全員が希望すると、890億円の経費が必要となる29）。
　情報の利用・連携については、個人番号を社会保障、税、災害対策の 3
つの各分野で、2018年からはこれらに金融分野と医療分野を加えて、それ
ぞれの分野内で利用するだけでなく、分野を越えて行政機関同士が「情報
提供ネットワークシステム」を使い（マイナンバー法第21条等を参照）、各
行政機関が保有する特定個人情報を相互利用できるようにするものである。
すでに述べたが、2017年 7 月からは、これらの分野に地方自治体も加わる
27） こうした問題を指摘するものとしては、白石孝・清水雅彦『マイナンバー制度 番
号管理から住民を守る』（自治体研究社2015年）などを参照。
28） これらの基本的なしくみについては、マイナンバー法第 2 章～4 章、第 5 章 2 節30
条および同法附則 6 条を参照。マイナンバー法制度全般の解説については、水町
雅子『やさしい番号法入門』（商事法務2014年）、宇賀克也『番号法の逐条解説』
（有斐閣2014年）、岡村久道『番号利用法 マイナンバー制度の実務』（商事法務2015
年）などを参照。
29） さしあたり『マイナンバーで損する人 得する人』（TAC出版 2015年）88‒89頁な
どを参照。
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ことになる。このような情報連携は、行政運営の効率化、国民の利便性向
上に資するといわれる一方、同システムの自動化は、不正な情報連携が行
われた場合、被害を大きくすることが指摘されている30）。これらに対する保
護措置としては、特定個人情報の分散管理、同システムによる個人番号の
不保持、情報提供記録等の保存、「特定個人情報保護委員会」（2016年 1 月
1 日、「個人情報保護委員会」に改組）によるチェックなどが制度上考案・
用意されている（マイナンバー法第 4 章 2 節23条以下および第 5 章・第 6
章を参照）が、これらの措置がどの程度うまく機能するかは、今後時間を
かけて様子を見なければならない。
　最後の情報の本人確認に関しては、マイナポータル制度を取り上げる必
要がある。これについては、すでに簡単に紹介したが、マイナンバー法附
則（第 6 条 5 項）によって「情報提供等記録開示システム」として定めら
れているもので、2017年 1 月までに、「マイナポータル」という名称で設
置され、情報提供ネットワークシステムを利用して特定個人情報の利用が
行われた場合、アクセスログとして蓄積されたアクセス記録を、個人情報
利用の対象となった当該本人が確認できるとするものである31）。
　⑶　では次に、このマイナンバーは、 現状、具体的にどのような範囲で
利用されるのであろうか。
　マイナンバーの利用は、2016年 1 月から始まる。この利用の開始によっ
て、私たちがおそらく最初に行うべきことは、給与所得者あるいは報酬等
を受け取る者として、正社員、パート、アルバイトにかかわりなく、勤め
先に自分のマイナンバーを（必要な場合は扶養家族全員の個人番号も含め
て）提供することである。この場合、「通知カード」には、本人確認ができ
る身分証明書（運転免許証やパスポートなど）をそえて、あるいは、すで
にマイナンバーカードの交付を受けている場合は、このカードのみを提示
30） 水町雅子『やさしい番号法入門』（商事法務2014年）27頁。
31） 同72‒76頁参照。その他、岡村久道『番号利用法 マイナンバー制度の実務』265‒
270頁などを参照。
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して、勤務先等に自らのマイナンバーを知らせることになる。これは、企
業・事業体等が、給与や報酬を支払うため（源泉徴収票や支払調書にマイ
ナンバーを記載することが求められるため）、従業者のマイナンバーや扶養
家族のマイナンバーを収集する必要がでてくるからである32）。マイナンバー
はこのように、私たちの給与所得等を一切もらさず把握する強力な手段と
して、スタートするものである33）。
　このマイナンバーは、現行マイナンバー法によって、2018年の改正法施
行までは、国の仕事のうち、これまでも述べてきたが、社会保障と税、災
害対策の 3 領域で使用されることになる。社会保障分野では、健康保険、
介護保険、雇用保険、年金、児童手当等の各種手続において、各人は自己
のナンバーを記載した書類等を提出することになる。税の分野では、すで
に説明したように、給与等一定の支払いを受ける場合、各自のマイナンバ
ーを支払元に提示し、支払元は税務署に対しそのマイナンバーを記した法
定調書を提出することになる。確定申告手続においてもこの番号が必要と
なる。災害対策分野では、災害対策基本法に基づく被災者台帳の作成や避
難行動要支援者名簿の作成等に利用可能なことが想定されている。これら
の他、この分野の利用については、地方公共団体の条例によるところが大
きいといわれる34）。　
　政府は、この 3 分野での利用に加え、上記のように、2015年 9 月のマイ
ナンバー法「改正」によって、マイナンバーの利用を銀行預貯金口座や特
定健康診断、さらには予防接種などの医療分野にも拡大することになるが、
32） 水町雅子『やさしい番号法入門』34‒35頁、76‒80頁、袖山喜久造『マイナンバー
制度と企業実務』（税務研究会出版局2015年）23‒33頁、71‒89頁などを参照。
33） マイナンバー制度の目的について、税との関係で言えば、「より正確な所得把握」
ということになる。水町雅子『やさしい番号法入門』4 頁。
34） 水町雅子『やさしい番号法入門』16‒26頁、76‒80頁、袖山喜久造『マイナンバー
制度と企業実務』（税務研究会出版局2015年）17‒22頁、71‒89頁などを参照。マ
イナンバー法は、同法に法定された事務以外でも、社会保障、税、防災及びこれ
らに類する事務であれば、地方自治体の長およびその他の執行機関が、条例を定
めて、マイナンバーを利用することができるとしている（同法 9 条 2 項）。
― 18 ―
このように同制度の拡大と「民間利用」の強力な推進を、本体たるマイナ
ンバー法が施行される前から行うことは（施行日は2015年10月 5 日）、憲
法で保障された基本的人権であるプライバシー権に深くかかわり、手続的
な観点からも、極めて慎重さを欠くものといわなければならない。
　⑷　最後に、マイナンバー法と個人情報保護法制との関係について述べ
ておきたい。わが国には、マイナンバー法以外に、個人情報の保護に関す
る法として、個人情報保護法（正式名称は「個人情報の保護に関する法律」
である）、行政機関個人情報保護法（同じく「行政機関の保有する個人情報
の保護に関する法律」）、独立行政法人等個人情報保護法（同じく「独立行
政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」）、が存する。マイナン
バー法とこれらの法律の関係は、特別法と一般法の関係にある（マイナン
バー法第 1 条も、最後のところで、このことを明記している）。マイナンバ
ー法の下では、マイナンバーを手がかりとして同一人物のデータ照合が行
われるので、この点だけを見ても、重大な人権侵害を起こす可能性がある。
このことから、マイナンバー法には、一般法であるそれらの法律の内容に
くらべ、厳格な保護措置が求められる。ゆえに、マイナンバー法の規定は、
一般法の特例として、マイナンバーについて、一般法にはない新たな措置
を設けるなど、取り扱いを強化している。このため、同法には一般法の読
み替え規定や書き起こしの規定が多く存する。上記 3 つの法律のほか、各
地方自治体の個人情報保護条例も一般法として位置づけられる35）。
　マイナンバー法第 5 章 2 節は、「行政機関個人情報保護法等の特例等」と
して、「行政機関個人情報保護法等の特例」（29条）、「情報提供等の記録に
ついての特例」（30条）、「地方公共団体等が保有する特定個人情報の保護」
（31条）、「個人情報取扱事業者でない個人番号取扱事業者が保有する特定
個人情報の保護」（32条～35条）、「特定個人情報の保護を図るための連携
35） 宇賀克也『番号法の逐条解説』（有斐閣2014年）6 頁、124‒168頁、岡村久道『番
号利用法 マイナンバー制度の実務』306‒344頁などを参照。
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協力」（35条の 2）について定めている。このような特例等に当たらない場
合は、一般法としての行政機関個人情報保護法等の規定が適用される36）。
5． 何が問題か、何を問題と考えるか、
マイナンバー法の「基本理念」を問う
　マイナンバー法に関する解説書、たとえば、水町雅子著『やさしい番号
法入門』（2014年）は、「番号制度の問題点」として、マイナンバー制度が
「効果を実現できるのは、番号によって、対象者を正確に特定することがで
きるためである。このような番号の性質は、さまざまな効果と同時に、国
民のプライバシー権等の権利利益を侵害する恐れも内包する」と述べ、「番
号の危険性」について、以下のように続けている37）。
　番号制度が導入されていない現在でも、行政機関・地方公共団体・
民間企業等においてはさまざまな個人情報が保有されている。個人番
号を用いれば、各機関でそれぞれ保有している多種多様な情報を効率
的に突合（名寄せ、マッチング）することができるため、特定の人に
対する情報を迅速に集約することも可能になる。そうすれば、本人の
知らない間に自分の情報を国や企業に管理されたり、他者に売買され
たり、又は集約された自己に関する情報が漏えいして不特定多数の目
に触れる危険性もある。ビッグデータ時代において個人情報が大量に
蓄積される状況下で個人番号が悪用されれば、本人の意思に反して突
合・集約された多種多様な個人情報を元にして、本人の虚像が構成さ
れたり、その人がどういう人物であるかをプロファイリングされ、そ
のようにして分析された対象者のイメージが一人歩きしてしまうこと
36） 岡村　同309‒344頁などを参照。
37） 水町雅子『やさしい番号法入門』10‒11頁。
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も考えられなくはない。
　このように述べ、さらに、次の項の「番号の保護」のところで、「そこ
で、番号法では、番号制度を導入することでさまざまな効果を発揮すると
ともに、国民のプライバシー権が侵害されないよう、厳格な保護措置を講
じることを義務付けている。番号法は全部で77条からなる法律であるが、
77条のうち 8 割以上の条文が個人番号の保護に関連する条文である」38）と
している。
　上記の水町氏の「番号の危険性」についての記述は、まさにその通りで
あり、最後の文章にあるように「一人歩きしてしまうことも考えられなく
はない」のである。そのような危険性を有するマイナンバー制度であるか
らこそ、これもまた水町氏がいうように「8 割以上の条文」を定めて「個
人番号の保護」に努めているのである。このマイナンバー法は、2015年 9
月の「改正」で60か条（2016年 1 月 1 日までに施行される部分を基準）39）
に整理されているが、ここで指摘したいのは、いわゆる「個人番号の保護」
にかかわらない、水町氏のいうあとの 2 割の方に含まれる問題である。こ
の小論で取り上げたマイナンバー制度のしくみに関するところが、そのお
およその内容であるが、この部分には、これまで取り上げてきたマイナン
バーの利用拡大、同制度の利用拡大にかかわる、重要な規定が含まれてい
る。それは、マイナンバー法の「基本理念」に関する次のような規定であ
る。少々長くなるが、問題としたい第 2 項以下を掲げる。
第 3 条（基本理念）
1  （略）
2 　個人番号及び法人番号の利用に関する施策の推進は、個人情報
38） 同11頁。
39） 岡村久道『番号利用法 マイナンバー制度の実務』15頁の図表‒4 などを参照。
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の保護に十分配慮しつつ、行政運営の効率化を通じた国民の利
便性の向上に資することを旨として、社会保障制度、税制及び
災害対策に関する分野における利用の促進を図るとともに、他
の行政分野及び行政分野以外の国民の利便性の向上に資する分
野における利用の可能性を考慮して行われなければならない。
3   個人番号の利用に関する施策の推進は、個人番号カードが第 1
項第 1 号に掲げる事項を実現するために必要であることに鑑み、
行政事務の処理における本人確認の簡易な手段としての個人番
号カードの利用の促進を図るとともに、カード記録事項が不正
な手段により収集されることがないよう配慮しつつ、行政事務
以外の事務の処理において個人番号カードの活用が図られるよ
うに行われなければならない。
4 　個人番号の利用に関する施策の推進は、情報提供ネットワーク
システムが第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項を実現するた
めに必要であることに鑑み、個人情報の保護に十分配慮しつつ、
社会保障制度、税制、災害対策その他の行政分野において、行
政機関、地方公共団体その他の行政事務を処理する者が迅速に
特定個人情報の授受を行うために手段としての情報提供ネット
ワークシステムの利用の促進を図るとともに、これらの者が行
う特定個人情報以外の情報の授受に情報提供ネットワークシス
テムの用途を拡大する可能性を考慮して行われなければならな
い。
　上記各項の規定の中には、「個人情報の保護に十分配慮しつつ」「カード
記録事項が不正な手段により収集されることがないように配慮しつつ」と
いう言葉が挿入されているが、マイナンバー制度をこれだけ広げる可能性
があるというのであれば、「配慮」の言葉を入れないわけにはいかなであろ
うし、そのような言葉を書き込むことは案文作成上、ごく簡単なことであ
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る。そもそもこのような拡大を推進する旨の規定を「理念規定」の中に入
れてよいものであろうか。マイナンバー法の理念が「利用範囲の拡大」に
ある、ということが、何の疑問もなく受け入れられるとしたら、それこそ
問題であろう。マイナンバーの導入に当たっては、さまざまな問題がある
ため、その制度はなるべく厳格に、というのが筋であったはずである。マ
イナンバー法はさらに、同法附則で定める 3 年後の見直し規定（附則第 6
条 1 項）の中でも、繰り返し、利用拡大の検討を行うことを表明してい
る40）。
　この第 3 条第 2 項以下の規定は、先の民主党を中心とした連立政権時代
の旧法案（「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に
関する法律案」2012年 2 月14日に閣議決定、第180回国会に提出）にはな
かったものであり41）、政権交代後に成立した現在のマイナンバー法になって
導入されたものである。上記附則に対する批判も含めて、現在のマイナン
バー法成立時に表明された日本弁護士会会長の声明は、マイナンバーの導
入および利用拡大策に対し、「本法案が創設しようとする共通番号制度は、
官と民における、社会保障と税分野の様々な個人データを、生涯不変の 1
つの背番号（マイナンバー）で管理し、情報提供ネットワークシステムを
通じて確実に名寄せ・統合して利用することを可能とするものであり、政
府はこれに留まらず、附則で定めた 3 年後見直しの際には、特に民間分野
における利用拡大をも目指している。これにより、自己情報コントロール
40） 附則第 6 条第 1 項は次のように定めている。
   　政府は、この法律の施行後 3 年を目途として、この法律の施行の状況等を勘案
し、個人番号の利用及び情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報
の提供の範囲を拡大すること並びに特定個人情報以外の情報の提供に情報提供ネ
ットワークシステムを活用することができるようにすることその他この法律の規
定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて、国民
の理解を得つつ、所要の措置を講ずるものとする。
41） この旧法案については、内閣官房第180回通常国会法律案リストに掲載されている
同法案pdf資料http://www.cas.go.jp/jp/houan/180.html（2016.1.11アクセス）を
参照。
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権は形骸化するとともに、アメリカや韓国など諸外国において深刻な社会
問題になっている大量の情報漏洩や、なりすましなどのプライバシー侵害
のリスクは、極めて高くなる」42）と強く抗議を行っている。
　このようにマイナンバー利用の拡大可能性を「基本理念」の中に謳いこ
み、さらに附則でその方向を強調する手法は、結果として、行政機関によ
る上記のようなマイナンバー法に関する政策や戦略を極めて安易に肯定す
ることになり、施策・政策優先の行政を、すなわち、行政機関が施策・計
画を立てるだけで、それが既成事実となり、法改正への拍車となり、国民
はそれに従うことを余儀なくされるという状況を、作り出すことになる。
「法による支配」ではなく、事実上、政策・戦略・計画を立てる「人（専門
家・政策集団）による支配」を許すことになっている。IT関係官庁および
IT専門家・事業者による安全神話をベースに、マイナンバー利用拡大は進
んでいるともいえる。これは「原発の安全神話」と妙に重なるものである。
　マイナンバー法の2015年 9 月の「改正」に際しては、同時に個人情報保
護法の改正も行われており、同法による個人情報の保護強化が図られてい
ることも事実であるが、一方で、その不十分さも指摘されており、この問
題については別の機会に取り上げることにしたい。
6．おわりに～マイナンバー法の違憲性等について
　マイナンバー制度利用拡大の最大の問題は、やはりこの制度（の適用対
象）がさらに拡大し、私たちの生活全般に広がることであろう。社会保障
と税、災害対策から始まり、金融・医療、その他の分野へと広がるマイナ
ンバーの利用と、当初は行政機関のみでの利用という説明から、簡単に民
42） 日本弁護士連合会：「共通番号」法案成立に対する会長声明（2013年（平成25年）
5 月24日）。同声明はさらに問題点として、「制度創設の目的が極めて曖昧である
こと」「制度の費用対効果が具体的に明らかにされなかったこと」などをあげてい
る。
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間利用へと拡大・移行する政府の姿勢・取り組みは、国民を単なる管理の
対象としか考えていない、国民不在の政治の証であろう。今日、経済的な
格差が広がる中で、その格差をマイナンバーの利用（さらには個人情報の
流失・悪用等）によって、結果的に「見える化」することは、社会の分裂
をさそい、民主主義の統治プロセスをこわすことにもなる。
　能率と経済効果を優先する拙速なマイナンバー制度の拡大は、カナダの
研究者、デヴィット・ライアンが言うように、人間（の属性）をデータ化
し、集積し、その情報を拡散し、そのことによって個々の人間を社会的に
振り分け、格付けすることにつながるものである43）。これでは、（意識的に
も無意識的にも）あらたな階級・階層社会を作ることになるとも考えるが、
いかがなものであろうか。
　また、マイナンバーカードの作成一つをとってみても、その写真つきの
マイナンバーカードは、政府・自治体関係機関の地方公共団体情報システ
ム機構（地方共同法人、J‒LIS）44）によって電子的に保存され、場合によっ
ては、刑事事件の捜査に利用される（マイナンバー法第19条 1 項12号）こ
とが、国民には何も周知されていないのである。リスクも含めてきちんと
した説明もなくマイナンバー制度の利用拡大を進めることは、まさに私た
ちの憲法上の権利、プライバシー権、自己情報コントロール権を奪うもの
であり（住基ネット事件最高裁判決平成20年 3 月 6 日判決45）は、この点に
ついて、同最高裁昭和44年12月24日の判決を参照し、「個人の私生活の自
43） デイヴィット・ライアン、田島泰彦、小笠原みどり訳『監視スタディーズ 「見るこ
と」「見られること」の社会理論』（岩波書店2011年）151頁以下、289頁以下、同、
田畑暁生訳『膨張する監視社会』（青土社2010年）56頁以下、113頁以下などを参
照。その他、O.H.Gandy,Jr, Coming to Terms with the Panoptic Sort, Benjamin 
J.Goold ed., SURVEILLACE（Routledge 2009） pp.134‒153などを参照。
44） これは、マイナンバー法と同時に成立した地方公共団体情報システム機構法によ
って設立されたものである。
45） 同判決については、裁判所情報：検索結果詳細画面の「全文」クリックで、見る
ことができるhttp://www.courts.go.jp/hanrei_jp/detail 2?id＝35933（2016.1.11ア
クセス）。
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由として、何人も、個人に関する情報をみだりに第三者に開示又は公表さ
れない自由を有する」としている）、将来政府が予定していると思われるマ
イナンバーカードの作成・所持義務化は、「不安で使いたくない」という私
たちの良心を踏みにじるものであり、プライバシー権の侵害のみならず、
憲法19条で保障された「思想・良心の自由」を侵すものである。状況によ
っては、私たちは将来「良心的カード拒否」を余儀なくされるかもしれな
いのである。この意味で、マイナンバー制度の導入・利用拡大は憲法の精
神に反し、特に「精神的自由」にも踏み込むものであり、違憲判断に際し
ては「厳格な審査」が要求されるといわなければならない。
　マイナンバー法が「基本理念」として掲げているマイナンバー制度の際
限のない利用拡大の方向は、その理念そのものが不明確性・不確実性を帯
有し、また、同法の構造が将来の利用拡大に十分に対応したものであるか
の観点からも、厳しく問われる内容（たとえば、マイナンバーカードを持
たなければマイナポータルによる自己情報の利用チェックができないなど）
となっており、その違憲性は否定できないように思われる。
＊本稿の「4. そもそもマイナンバー制度とは何か、その制度としくみ」と「6. おわり
に～マイナンバー法の違憲性等について」の一部が、すでに発表している拙著「マ
イナンバー（個人番号）制度のしくみと問題点」『住民と自治』（兵庫版）2015年10
月号（通巻630号）3‒6 頁の内容と重複していることをお断りしておきたい。
